


















































































刑事立法は29を数えます（4）が，私は，そのうち # 3，# 8および #27という
表 1　昭和後期（45年以降）の刑事立法の試み




公害犯罪処罰法 公害犯罪の処罰 法制審　刑事法部会 昭和45（1970）

































（ 4）　#30は， 2019年 8月現在，法制審少年法・刑事法（少年年齢・犯罪者処遇関
係）部会において審議中。
156　　早稲田大学法務研究論叢第 4号
表 2 ─ 1 　平成期の刑事立法（ 1）













































































































































































































































































































































（ 6）　甲府地判平成 3年 7月25日〔公刊物未登載〕，同地判平成 3年 9月 3日・判
例時報1401号127頁，東京高判平成 4年10月15日・高刑集45巻 3号85頁，旭川






































































































































































































































































































































Inouye, Citizen Participation and Reformation of Criminal Justice in Japan, 

























































































































































































































































































































































































































































て は，e.g., Martin Clausnitzer, The Statute of Limitations for Murder in the 





STRAFGESETZBUCH MIT NEBENGESETZEN（Beck’sche Kurz-Kommentar）（66. Aufl., 

































































BOISSONADE, infra note 64, p.16〕。


























（64）　G. BOISSONADE, PROJET DE CODE DE PROCÉDURE CRIMINELLE POUR L’EMPIRE DU JAPON 
ACCOMPAGNÉ D’UN COMMENTAIRE （1882）, p.50〔訳文はボアソナード（森純正ほか
訳）・治罪法草案註釈第 1篇100頁に拠る〕.
（65）　ボアソナード（名村泰蔵口訳）・仏国治罪法講義（1878年）15頁。


































































































































































































（93）　Hans Ludwig Schreiber, Zur Zulässigkeit der rückwirkenden Verlängerung von 

























的 な 見 解 で あ る。Cf. HANS H. JESCHECK/THOMAS WEIGEND, LEHRBUCH DES 
STRAFRECHTS, Allgemeiner Teil （5. Aufl. 1997）, SS.911─912; URS KINDHAUSER et al. 












































































































































（104）　注（93）掲記のドイツに関する文献のほか，e.g., RUTH A. KOK, STATUTORY 
LIMITATIONS IN INTERNATIONAL CRIMINAL LAW （2007）, pp.290─304; James Hamilton, 
Comments on the Retroactivity of Statutes of Limitation in Georgia （European 
Commission for Democracy through Law, 4  March 2009）, referring to the Law 
Reform Commission of Ireland, Consultation Paper on the Law of Limitations of 
Actions Arising from Non─sexual Abuse of Children （August 2000） and Coëm 






















（105）　例えば，韓国の問題状況については，e.g., James M. West, Martial 
Lawlessness, 6  PACIFIC RIM L. & POL’Y 85 （1997）; THE CONSTITUTIONAL COURT OF 
































ンスについては，Crim. 28 févr. 1995, B. No 87〔新法施行時に公訴時効完成済
みの事件については，新法は適用されない旨判示〕; Crim. 2 déc. 1998, B. No 
329〔新法施行時に公訴時効未完成の事件については，新法が適用される旨判
示〕.
（110）　公訴時効完成前の事件について，United States v. Brechtel，997 F.2d 1108, 
1109 （5th Cir. 1993）; United States v. Taliaferro, 979 F.2d 1399, 1402─1403 （10th 
Cir. 1992）; United States v. Knipp, 963 F.2d 538, 539─540（8th Cir. 1992）; United 
States ex rel. Massarella v. Elrod, 682 F.2d 688, 689 （7th Cir. 1982）; United States 
v. Richardson, 512 F.2d 105, 106 （3d Cir. 1973）; Clements v. United States, 266 
F.2d 397, 399 （9th Cir. 1959）; Falter v. United States, 23 F.2d 420, 425─426 （2d 
Cir. 1928）; Commonwealth v. Duffy, 96 Pa. 506, 514 （1880）; State v. Hodgson, 740 
P.2d 848, 852 （Wash. 1987）; State v. Creekpaum, 753 P.2d 1139, 1143 （Alaska 

























P.2d 121, 123─124 （Idaho 1990）; People v. Russo, 487 N.W.2d 698, 701─702 
（Mich. 1992）など多数。公訴時効完成後の事件について，United  States v. 






































































































ことも可能かもしれない。E.g., United States v. Stogner, supra note 110, at 612─









































































　《天才とは， 1％の inspirationと99％の perspirationである》という
Thomas Edisonのよく知られた言葉になぞらえますと，われわれの場合
は，天才でないからこそ一層，perspiration─すなわち，地道な努力の
積み重ね─の比重が大きく，99.9％以上なのかもしれません。むろん，
たとえ0.1％─否，0.000…… 1％─であっても，inspiration がなけれ
ば，発展や飛躍も望めないでしょうが，新たな─しかも，豊かな実りを
もたらすような─発想は，地道な努力の積み重ねから産み出されるもの
であり，かつ，そのような努力があってはじめて，その発想を実際にも豊
かな実りに結び付けることができるのだと思うのです。私自身は，その域
に達することは到底できませんでしたが，これから長い人生を歩んでいか
れるみなさんに期待して，贈る言葉とさせていただきたいと思います。
　 6年という限られた期間でしたが，同僚の先生方や職員の方々，そして
何よりも，真剣かつ熱心に学びの時間を共有して下さった多くの学生のみ
なさんのお陰で，この早稲田の杜で，本当に楽しく充実した時間を過ごす
ことができました。そのことに，心から感謝申し上げ，締め括りとさせて
いただきます。ありがとうございました。
＊ 本稿は，2019年 1月22日に早稲田大学法務研究科で行った最終講義のテキ
ストに若干の加筆を施したものである。
（116）　座談会「松尾浩也先生を偲んで」論究ジュリスト27号（2018年）173～174，
177～178，185～186頁〔井上正仁発言〕，井上「松尾浩也先生を偲ぶ」同上誌192
～195頁。
